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研究成果の概要（和文）：本研究は，幼児および保護者を対象に，都市部および山間部において追跡調査を縦断
的に実施し，加速度計を用いて評価した身体活動量と健康関連指標および生活習慣との関連やその地域差を経年
的アプローチから検討した．初期値において，都市部でも山間部でも，幼児と保護者の身体活動量に有意な関係
は見られなかった．また，山間部では，運動習慣のある母親の幼児では，無い幼児に比較して身体活動量が有意
に高かった．フォローアップ後は，幼児のPAの変化量は，都市部でも山間部でも，保護者のPAや運動習慣と有意
な関係は見られなかった．

研究成果の概要（英文）：The aim of this study was to examine the longitudinal relationship between 
daily physical activity measured by an accelerometer and health-related index or life style habits 
among young children and parents in urban and rural settings. In the baseline, there was no 
significant relationship between physical activity in children and parents. The physical activity 
for children whose mother had exercise habit was significant higher than that of other children in 
rural setting. However, in the follow-up, there are no significantly relationship between variation 
of physical activity in children and physical activity or exercise habits in parents in both urban 
and rural settings. 

研究分野： 応用健康科学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は，幼児と父母の身体活動の変動要因を明らかにするために，幼児と父母の日常の身体活動量，健康関連
指標，および生活習慣の関連の相互関連を，追跡調査を含め異なる地域間で包括的に検討することにより，日本
独自の幼児と父母の身体活動促進について検討した．その結果，山間部では，運動習慣のある母親の幼児では，
無い幼児に比較して身体活動量が有意に高かった．フォローアップ後は，その関係性が見られなかった．フォロ
ーアップ時は，新型コロナウイルスの感染拡大が懸念され，蔓延防止の影響があった可能性がある．今後，更な
る研究が求められる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
身体不活動は，幼児をはじめとする子供においても疾病等のリスクファクターとの関連が多

数報告され，成人期への持ち越し効果もあることがレビューにより報告されている(Telama 
2009)．幼児期は，生活習慣病予防や身体活動の多い生活習慣の確立，身のこなしの習得などの
点で重要な時期と考えられており (文部科学省 2012)，日常生活全般の身体活動量の変動要因に
関する諸外国の研究のレビューによると，近所の身体活動に関する施設や交通安全などが関係
し，なかでも保護者の身体活動量が，思春期より幼児において重要ではないかという結果が報告
されている (de Vet et al. 2011)． 
申請者らは，日本人の幼児において，過体重より痩せの子供において，標準の子供より，日常

の軽，中，高強度活動が低かったこと (Tanaka C & Tanaka S. 2009)．また，中高強度活動
（MVPA: moderate-to-vigorous physical activity）は，自宅周辺の安全および自然の豊かさと
有意な関係が見られたが，欧米の結果とは異なっていたことを報告した (田中ら 発育発達研究 
2011)．このように，日本における身体活動と変動要因との関係は，欧米とは異なっている． 
幼児を育てる両親の身体活動量について検討したレビューによると，子育てをしていない成

人に比較して幼児の保護者は不活動であり，また，母親は父親よりも不活動であった(Bellows-
Riecken & Rhodes. 2008)．これらの研究のほとんどが母親に着目し，身体活動量の評価に質問
紙を用いた報告が多く，かつ横断的な研究が多い事が指摘されている．  
申請者らは，申請者らが推定式を作成した歩・走行以外の生活活動も評価できる 3 軸加速度

計を用いて (Oshima et al. 2010)，日本人成人女性は歩・走行以外の中高強度活動が男性より長
く，性差が見られる事を報告した (Tanaka et al. 2013)．かつ，日本人女性に多く見られる家事
のような活動に従事する保育者，飲食物調理従事者，清掃員および主婦における日常の中高強度
活動が多かった事を報告した (田中千晶 & 田中茂穂 2012)．しかし，幼児を育てる親の状況は
不明である．また，申請者らは，幼児の歩数を調査することで日常の中強度以上の身体活動量は
評価できるものの，高強度の活動については十分に捉えることができないことや，歩・走行以外
の身体活動時間が歩・走行活動の時間よりも多いことを明らかにした (Tanaka C & Tanaka S. 
2009)．以上のように，特に幼児や成人女性で，歩・走行以外の身体活動を正確に評価する必要
がある． 
近年，日本の幼児の体力・運動能力は，1980 年代の幼児と比較すると劣っていることが指摘

されている (Sugihara et al. 2006)．同様に，学童期以降の全国の子供を対象とした文部科学省 
(2012) の調査結果においても体力・運動能力の低下がみられ，幼児期の低い体力・運動能力が
学童期まで影響している可能性が考えられる．そこで文部科学省は，2012 年に幼児期運動指針
を策定し，幼児期から身体を動かす習慣をつける必要性を指摘している．日本人幼児を対象とし
た体力・運動能力の縦断研究は複数報告されている (春日 発育発達学研究 2009, 春日ら 発育
発達学研究 2011)．また，最近の諸外国の研究のレビューでは，幼児期の運動能力が，児童期の
身体活動量の増加に繋がる事が報告されている (Loprinzi et al. 2015)． 
申請者らは，日本人幼児を対象とした横断研究から，幼児の体力・運動能力は，運動習慣より

日常の身体活動量の方が強い正の関係が見られたことを報告している (Tanaka et al. 2012, 田
中ら 2014)．しかし，日本人幼児における身体活動量と体力・運動能力の縦断的な関係は不明で
ある． 
 
２．研究の目的 
幼児期に運動や遊びをはじめとする身体活動の促進を図ることは，それらがその後のライフ

ステージに持ち越される事から極めて重要である．しかし，その変動要因についての検討は不十
分であり，主に質問紙調査で評価した母親の生活習慣などが扱われてきた．そこで本研究では，
父母の影響を含む環境要因を，妥当性の確保された方法に基づいて包括的に検討するために，以
下 2 点を目的とした． 
目的 1）幼児および両親の客観的に評価した身体活動量，健康関連指標および生活習慣の相互

関係を横断的に検討し，父母間の関係性を検討した． 
目的 2）目的 1 で明らかとなった変数を考慮して，都市部および山間部において追跡調査を縦

断的に実施し，身体活動量と健康関連指標および生活習慣との関連やその地域差を経年的アプ
ローチから検討した．  
 
３．研究の方法 
幼児および保護者の客観的に評価した身体活動量，健康関連指標および生活習慣の相互関係

の父母間の関係性について横断的に検討した．対象者は，幼稚園あるいは保育所に通う男女幼児
およびその保護者（父親と母親）であった．全対象に，3軸加速度計を腰部に装着し，日常生活
の中で一週間の身体活動量の測定を実施した．MVPA の指標として，メッツが 3 以上の所要時間
を，平日の平均値と土日・祝日の平均値を求め，それぞれ 5日，2日と重み付けすることによっ
て，個人毎の代表値を求めた．健康関連指標として，対象者の身長および体重の測定を行った．



そして，body mass index(BMI)を算出し，体型（肥満，標準，やせ）を評価した．生活習慣とし
て，質問紙法を用いて運動習慣の有無などについて，保護者を対象に調査を実施した． 
親子の MVPA の関係は，偏相関係数を用いて検討した．調整因子は，幼児の性別，年齢，BMI お

よび就学前施設とした．幼児の MVPA と保護者の体型あるいは運動習慣の有無との関係は，共分
散分析を用いて，目的変数を幼児の MVPA，共変量を幼児の性別，年齢，BMI および就学前施設，
説明変数を保護者の体型あるいは運動習慣の有無として評価した． 
上記の研究で得られた結果を基に，都市部および山間部において追跡調査を縦断的に実施し，

幼児および両親の客観的に評価した身体活動量，健康関連指標および生活習慣の相互関係の父
母間の関係性における居住地域差について経年的アプローチから検討した． 
親子の MVPA の関係は，偏相関係数を用いて検討した．調整因子は，幼児の性別，年齢および

世帯収入とした．幼児の MVPA と親の体型あるいは運動習慣の有無との関係は，共分散分析を用
いて，目的変数を幼児の MVPA，共変量を幼児の性別，年齢および世帯収入，説明変数を親の体
型あるいは運動習慣の有無として評価した． 
1 年後のフォローアップでは，親子の MVPA の変化量との関係は，偏相関係数を用いて検討し

た．調整因子は，幼児の性別，初期値の年齢および世帯収入とした．幼児の MVPA の変化量と親
の運動習慣の有無との関係は，共分散分析を用いて，目的変数を幼児の MVPA の変化量，共変量
を幼児の性別，初期値の年齢および世帯収入，説明変数を親の運動習慣の有無として評価した． 
 
４．研究成果 
幼児の MVPA は，母親の MVPA と弱い正の相関がみられたが，父親とは見られなかった．また，

父親が肥満の幼児は，MVPA の所要時間が標準に比較して有意に低かった．一方，保護者の運動
習慣と幼児の MVPA との間には有意な関係が見られなかった． 
次に，都市部および山間部における居住地域差について，初年度明らかになった変数について，

経年的アプローチを用いて検討した．その結果，都市部および山間部在住の幼児およびその保護
者の初期値において，幼児の MVPA は，都市部でも山間部でも，親の MVPA と有意な関係は見られ
なかった．また，山間部では，運動習慣のある母親の幼児では，MVPA の所要時間が無い幼児に
比較して有意に高かった．一方，都市部の親の運動習慣や，都市部と地方部の親の体型と幼児の
MVPA との間には有意な関係が見られなかった． 
そこで，1年間のフォローアップ後については，親子の身体活動量との関係と運動習慣との関

係を検討した．その結果，幼児の MVPA の変化量は，都市部でも山間部でも，保護者の MVPA と有
意な関係は見られなかった．また，都市部の保護者の運動習慣は幼児の MVPA との間には有意な
関係が見られなかった．一方，山間部では，運動習慣のある保護者がほとんど見られなかったた
め，分析ができなかった．1年間のフォローアップにあたる令和 2年度は，新型コロナウイルス
感染症が蔓延による，全国的な緊急事態宣言や感染拡大防止対策への協力要請が行われた．特に，
運動習慣については，その影響を受けたことが推測される． 
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